（別紙１）

コア事業者概要
	名　　　　称
	

	所　在　地
	

	設立年月日
	

	代表者の役職
	

	代表者の氏名
	

	資本金
	

	従業員数
	

	URL
	

	連絡担当者
	

	

	住所
	

	
	TEL／FAX
	

	
	Email
	

	応募条件への合致
	該当するものにチェックを付けてください。
☐①中小企業　　☐②中堅企業
☐③特定非営利活動法人又は一般社団法人　
☐④商工会議所、商工会又は都道府県商工会連合会

	
	以下に該当していないことを確認の上、チェックをつけてください。
なお、ここでいう「大企業」とは、常時使用する従業員数が2,000人超の事業者を指すものとします。
(ア)	発⾏済株式の総数⼜は出資⾦額の２分の１以上が同⼀の⼤企業（外国法⼈含む。）の所有に属している法⼈ 
(イ)	発⾏済株式の総数⼜は出資⾦額の３分の２以上が複数の⼤企業（外国法⼈含む。）の所有に属している法⼈
(ウ)	⼤企業（外国法⼈含む。）の役員⼜は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている法⼈ 
(エ)	発⾏済株式の総数⼜は出資⾦額の総額が（ア）〜（ウ）に該当する法⼈の所有に属している法⼈
(オ)	（ア）〜（ウ）に該当する法⼈の役員⼜は職員を兼ねている者が役員総数の全てを占めている法⼈


☐上記に該当しません。



パートナー事業者概要　
※事業実施に際し主要な役割を果たすパートナー事業者を必要に応じて表を追加してすべて記載すること。なお、別表2で定める大企業又はみなし大企業がパートナー事業者に含まれる場合は、以下の点に留意すること。
・大企業又はみなし大企業は本事業の補助金の支給対象外であること。
・パートナーの過半数が大企業又はみなし大企業以外（中堅・中小企業等）であること。
	名　　　　称
	

	所　在　地
	

	設立年月日
	

	代表者の役職
	

	代表者の氏名
	

	資本金
	

	従業員数
	

	URL
	

	連絡担当者
	

	

	住所
	

	
	TEL／FAX
	

	
	Email
	

	応募条件への合致
	該当するものにチェックを付けてください。
☐①中小企業　　☐②中堅企業
☐③特定非営利活動法人又は一般社団法人　
☐④商工会議所、商工会又は都道府県商工会連合会　
☐⑤大企業又はみなし大企業

	
	上記で①～④を選択した場合は、以下に該当していないことを確認の上、チェックをつけてください。
なお、ここでいう「大企業」とは、常時使用する従業員数が2,000人超の事業者を指すものとします。
(ア)	発⾏済株式の総数⼜は出資⾦額の２分の１以上が同⼀の⼤企業（外国法⼈含む。）の所有に属している法⼈ 
(イ)	発⾏済株式の総数⼜は出資⾦額の３分の２以上が複数の⼤企業（外国法⼈含む。）の所有に属している法⼈
(ウ)	⼤企業（外国法⼈含む。）の役員⼜は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている法⼈ 
(エ)	発⾏済株式の総数⼜は出資⾦額の総額が（ア）〜（ウ）に該当する法⼈の所有に属している法⼈
(オ)	（ア）〜（ウ）に該当する法⼈の役員⼜は職員を兼ねている者が役員総数の全てを占めている法⼈

☐上記に該当しません。



１．補助事業の内容
	（１）事業実施を予定している国・地域

	　


	（２）事業の対象分野（品目等　例：農林水産物・食品、伝統工芸品　など）

	

	（３）事業内容

	提案する事業が、どれだけの数の中堅・中小企業の輸出拡大に繋がるのか等、可能な限り具体的（定性・定量的に）に効果を示すこと。また、パートナー事業者との連携にかかるメリット・先進性について記載すること。

	








	（４）これまでの取組およびパートナー事業者との連携実績

	これまでの海外展開支援実績やパートナー事業者との連携実績を記載すること。
（パートナー事業者との連携が本事業実施に当たり初であれば、その旨記載すること。）

	




	（５）提案事業を通じて補助期間中に達成を目指す成果

	可能な限り具体的（定性・定量的に）に効果を示すこと。また、事業期間中に輸出支援する中堅・中小企業数を必ず記載すること（※5社以上であること）。

	

	（６）補助期間終了後の将来にわたるビジネスプラン

	事業終了後の計画や産業全体への波及効果等を可能な限り具体的に盛り込むこと。

	　



２．補助事業の実施計画
※基本方針、計画、方法、成果を高めるための工夫、主要な経費支出内容を具体的に盛り込むこと。
	①実施計画

②実施内容（どのような手段・手法によって成果を創出していくのか）





３．実施体制
	（１）コア事業者及びパートナー事業者の会社概要

	　

	（２）提案事業の遂行方法

	所管部署や実施体制を記載すること。また、交付決定時期を２０２６年６月と仮定し、２０２６年６月から２０２７年１月の実施期間における、責任者と主要なメンバー３名の略歴、および担当する業務内容を記載すること。コア事業者、パートナー事業者のそれぞれの役割の違いを必ず明記すること。

	

	（３）海外事業の経験

	

	（４）補助事業や助成事業の経験

	過去３年分の経験について、その時期および内容を簡潔に記載すること。

	

	（５）アカウンタビリティ

	本事業が公的資金を使った補助金事業であることを踏まえ、ジェトロに対し、コア事業者が収支状況等を適切に報告し、説明責任を果たせる体制であることを評価します。

	　



４．スケジュール
	番号
	活動内容
	令和８年
	令和
９年
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	新型コロナウイルス感染拡大等による不確定要素やリスクファクター、その対応策については下記に記載

	

	

	

	

	

	



５．特記事項
	



